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患者調査
患者調査

(3障害との比較)
患者調査

(「難病」の特徴)

2018

2016

2018

難病のある人を雇用する
事業主・職場の調査

患者調査
(ICFの枠組)

2016年
障害者差別禁止・合理的
配慮提供義務の法制度化

2015年
難病対策の基本的方針での
雇用管理マニュアル作成

難病のある人の就職と就業継続を支える
地域支援機関・職種の連携のイメージ

ハローワークのチーム支援等による
多職種チームでの継続的支援

職業相談・職業紹介
・本人の強みや意欲を発

揮できる仕事
・疾病管理や障害と両立で
きる無理のない仕事

トライアル雇用
・職場の理解促進
・医療面等のチェック

職場からの休職・復職の
情報提供や支援

過去の離職経験から
就労意欲を失った人
への情報提供

医療、生活、就労の一体的な相
談支援（難病相談支援センター等）

疾病の自己管理支援、
職場での対処スキル訓練

通院（定期的、不定期的）
・疾病管理の状況のチェック、服薬調整

・長期的なフォローアップ（治療と就労の両立の相談）

疾病の進行への
長期的キャリア支援

病院での治療と
復職支援

職場での配慮や業務調整

事業主

病院、保健所、難病相談支援センター等

就労支援
特定求職者雇用
開発助成金

助成金（両立支援）

障害者雇用安定助成金（職場適応援助）

難病患者就職
サポーター

助成金（職場定着支援）

治療と仕事の
両立支援

医療・生活・
就労の一体的
な相談支援

治療と仕事
の両立支援

障害者雇用支援
（障害者手帳の
有無にかかわら

ない）

地域の
医療機関

難病診療連携拠点病院 産業保健総合支援センター

保健所

難病相談支援センター

ハローワーク

障害者職業センター
難病のある人

企業

産業医等

難病相談支援員／ピアサポーター
難病患者就職サポーター

両立支援促進員

障害者職業カウンセラー

主治医専門医
看護師等
医療ソーシャルワーカー等



ワークショップ等の実施を踏まえた、地
域関係者の共通認識と意向、課題認識

 新たな認識

 「軽症者」であったり、障害者手帳制度の対象でなかったりすることから、
これまで十分認識されてこなかった難病のある人の就労支援ニーズ

 取組の意向

 保健医療分野から障害者雇用支援や治療と仕事の両立支援に適切に
つなぐこと

 保健医療分野での早期対応や医療情報の説明等

 企業も含む社会全体への啓発・周知により難病のある人の就業先の開
拓

 地域関係機関、企業、行政等の今後取り組む必要のある課題
 医療・生活相談支援場面での就労支援ニーズ対応

 障害者手帳のない人への職業リハビリテーション

 治療と仕事の両立支援との効果的連携

 地域関係機関・職種の連携体制の構築
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治療と仕事
の両立支援

難病のある人の
就労支援／治療と
仕事の両立支援

始まっています

地域における、難病のある人の医療・生活・就
労等の相談支援窓口に広く配布し、難病のあ
る人・家族、支援者の共通認識を促進するた
めのツール（A4判4ページのパンフレット）

医療・生活相談支援場
面から就労支援・両立
支援に効果的つなぐ

障害者手帳の有無に
かかわらない的確な支
援、就職前からの医療
や職場と連携した支援

• 関係分野の共通認識
• 役割分担と連携の具体的内容の明確化
• 各地域での多分野の関係者の勉強会や
協議会のツール


